
求職者給付（高年齢求職者給付金を除く）

日雇労働求職者給付金以外の求職者給付

日雇労働求職者給付金

広域延長給付を受ける者の求職者給付

教育訓練給付（教育訓練休暇給付金に限る）

雇用継続給付（介護休業給付金に限る）

育児休業給付

職業訓練受講給付金
※

1 2 3 4 5 6 7 8

1 2 3 4 5 6 7 8

1 2 3 4 5 6 7 8

1 2 3 4 5 6 7 8

※国の負担のうち100分の5は調整交付金

※国の負担のうち100分の5は調整交付金

※国の負担のうち100分の5は調整交付金

公務員 所属する国・都道府県・市町村が全額負担

15分の1 15分の1

9分の1 9分の1
9分の7

国庫負担：9分の4
子ども・子育て支援納付金：3分の1

国

給付の種類

毎年度、予算の範囲内において、就職支援法事業に要する費用（職業訓練受
講給付金に係るものを除く）及び雇用保険事業（出生後休業支援給付及び育
児時短就業給付に係る事業を除く）の事務の執行に要する経費を負担する

・就職促進給付には国庫負担はない
・教育訓練給付には国庫負担はない
・雇用安定事業等（能力開発事業のうち就職支援法事業（職業訓練受講給付
金）を除く）には国庫負担はない
・当分の間、職業訓練受講給付金については、上表の負担割合による国庫負
担額の100分の55に相当する額を負担する
・令和6年度～8年度まで、雇用継続給付（介護休業給付金に限る）について
は、上表の負担割合による国庫負担額の100分の10に相当する額を負担する

雇用保険法

政令で定める基準に該当しない場合は、それぞれ、4分の1→40分の1、3
分の1→30分の1となる

負担割合

4分の1※

・政府は、市町村（特別区を含む）に対し、市町村長が国民年金法又
は国民年金法に基づく政令の規定によって行う事務の処理に必要な
費用を交付する

　保険料全額免除期間の月数×2分の1（8分の4）

健康保険法

①協会が管掌する健康保険事業の執行に要する費用のうち、被保険
者に係る療養の給付等の支給に要する費用の額及び前期高齢者納
付金の納付に要する費用の額に所定の割合を乗じて得た額並びに流
行初期医療確保拠出金の納付に要する費用の額の合算額のうち一
定の額に、1,000分の130～1,000分の200までの範囲内において政令
で定める割合（当分の間、1,000分の164）を乗じて得た額を補助する
②予算の範囲内において、健康保険事業の執行に要する費用のう
ち、特定健康診査等の実施に要する費用の一部を補助することができ
る

※出産育児一時金等の支給に要する費用の一部については、高齢者
医療確保法律の規定により基金が保険者に対して交付する出産育児
交付金をもって充てる

国民年金法

3分の1※

3分の1※

8分の1

8分の1

2分の1

③20歳前障害基礎年金の給付

①第1号被保険者の基礎年金給付(②・③除く)

　保険料4分の1免除期間の月数×8分の1

厚生年金保険法

毎年度、厚生年金保険の実施者たる政
府が負担する基礎年金拠出金の額の2
分の1に相当する額を負担する

毎年度、予算の範囲内で、厚生年金保
険事業の事務（基礎年金拠出金の負担
に関する事務を含む）の執行（実施機関
（厚生労働大臣を除く）によるものを除
く）に要する費用を負担する

・実施機関（厚生労働大臣を除く）が納
付する基礎年金拠出金及び実施機関に
よる厚生年金保険事業の事務の執行に
要する費用の負担については、この法
律に定めるもののほか、共済各法の定
めるところによる

給付の種類

　保険料半額免除期間の月数×4分の1（8分の2）

　保険料4分の3免除期間の月数×8分の3

100分の50

毎年度、予算の範囲内で、国民年金事業の事務の執行に要する費用
を負担する

2分の1

負担割合

100分の25

合計

介護保険法

7分の1

毎年度、予算の範囲内において、健康保険事業の事務（前期高齢者
納付金等、後期高齢者支援金等、日雇拠出金、介護納付金、流行初
期医療確保拠出金、子ども・子育て支援納付金の納付に関する事務
を含む）の執行に要する費用を負担する

・（家族）出産育児一時金、（家族）埋葬料は、国庫補助の対象外とな
る
・日雇特例被保険者に係る保険給付についても、一定の国庫補助が
行われる
・健保組合に対して交付する国庫負担金は、各健保組合における被保
険者数を基準として、大臣が算定する
・国庫負担金は、概算払いをすることができる
・（家族）出産育児一時金の一部は、高齢者医療確保法の規定により
基金が保険者に対して交付する出産育児交付金をもって充てる

市町村

公費の負担 介護給付・予防給付(②を除く)に要する費用

都道府県 都道府県

国

介護給付(介護保険施設及び特定施設入居者生活介護に係るも
のに限る)及び予防給付(介護予防特定施設入居者生活介護に係
るものに限る)に要する費用

都道府県 市町村 合計

それぞれ次の額を負担する

そ
の
他

・調整交付金
国は、後期高齢者医療の財政を調整するため、後期高齢者医療広域
連合に対して調整交付金を交付する
・調整交付金の総額は、負担対象総額の見込額の総額の12分の1に
相当する額及び子ども・子育て支援納付金の額の見込額の120分の1
に相当する額の合計額とする
・都道府県は、後期高齢者医療広域連合に対し、高額医療費負担対
象額の4分の1に相当する額を負担する
・都道府県、市町村及び後期高齢者医療広域連合は、後期高齢者医
療に要する費用に対し、補助金を交付し、又は貸付金を貸し付けるこ
とができる

・国は、上記のほか、予算の範囲内において、介護保険事業に要
する費用の一部を補助することができる
・都道府県は、上記のほか、介護保険事業に要する費用の一部を
補助することができる

介護予防・日常生活支援総合事業

国 都道府県

国は、予算の範囲内において、後期高齢者医療に要する費用の一部
を補助することができる

国

100分の12.5

市町村

そ
の
他

事
務
費
の
負
担

都道府県に対するもの

国は、都道府県に対し、当該都
道府県内の市町村による療養の
給付等の支給に要する費用、前
期高齢者納付金、後期高齢者支
援金、介護納付金、流行初期医
療確保拠出金、子ども・子育て
支援納付金の納付に要する費
用の一定額について合算額の
100分の32を負担する

高齢者医療確保法（後期高齢者医療制度）

それぞれ次の額を負担する

国
庫
負
担
等

事
務
費
の
負
担

予算の範囲内において、労働者災
害補償保険事業に要する費用の一
部を補助することができる

国
庫
負
担
等

－

労働者災害補償保険法

100分の20

100分の12.5 100分の12.5

国

全額

5分の3

3分の1

児童手当に要する費用の負担

合計

100分の20 100分の50

100分の25 100分の12.5 100分の12.5 100分の50

100分の17.5

市町村

国庫は、毎年度、予算の範囲内で、児童手当に関する事務の執行に要す
る費用（市町村長が支給する児童手当の事務の処理に必要な費用を除
く）を負担する

被用者に対する
3歳未満児童手当

全額
事業主（拠出金）：5分の2

子ども・子育て支援納付金：5分の3
－

都道府県 市町村

－

被用者等でない者に
対する
3歳未満児童手当

被用者＆被用者等で
ない者に対する
3歳以上児童手当

15分の13
国庫負担：15分の4

子ども・子育て支援納付金：5分の3

 5分の3

 全額（4分の4）

・政府は、拠出金対象児童手当費用、拠出金対象施設型給付費等費用、
拠出金対象地域子ども・子育て支援事業費用及び仕事・子育て両立支援
事業費用に充てるため、一般事業主から、拠出金を徴収する
・拠出金の額は、厚生年金保険法に基づく保険料の計算の基礎となる標
準報酬月額及び標準賞与額（賦課標準）に拠出金率（おおむね5年を通じ
財政の均衡を保つことができるものでなければならないものとし、1,000分
の4.0以内において政令で定める）を乗じて得た額の総額とする

4分の1※

次の区分によって、求職者給付（高年齢求職者給付金を除く）、教育訓練給付
（教育訓練休暇給付金に限る）及び雇用継続給付（介護休業給付金に限る）、
育児休業給付並びに職業訓練受講給付金の支給に要する費用の一部を負
担する

毎年度、国民年金事業に要する費用に充てるため、次に掲げる額
を負担する

②保険料免除期間を有する場合の老齢基礎年金給付

それぞれ次の額を負担する

児童手当法

負担割合免除期間

4分の1

半額

4分の3

全額

国庫負担 保険料

 7分の1

 3分の1（6分の2）

国民健康保険法

国は、組合に対して国民健康保険の事務（前期高齢者納付金等、後期高
齢者支援金等、介護納付金、流行初期医療確保拠出金、子ども・子育て
支援納付金の納付に関する事務を含む）の執行に要する費用を負担する

・調整交付金等
国は、都道府県等が行う国民健康保険について、都道府県及び当該都道
府県内の市町村の財政の状況その他の事情に応じた財政の調整を行う
ため、都道府県に対して調整交付金を交付する（算定対象額の100分の9
に相当する額）
・国は、都道府県に対し、特定健康診査等費用額の3分の1に相当する額
を負担する
・都道府県は、一般会計から、特定健康診査等費用額の3分の1に相当す
る額を当該都道府県の国民健康保険に関する特別会計に繰り入れなけ
ればならない

12分の4
※調整交付金：12分1を含む

12分の1 12分の1

・国は、後期高齢者医療広域連合に対し、負担対象総額の12
分の3に相当する額を負担する
・国は、後期高齢者医療広域連合に対し、高額医療費負担対
象額の4分の1に相当する額を負担する
・国は、年度ごとに、支払基金に対して当該年度の特別負担調
整見込額の総額等の3分の2を交付する

組合に対するもの

国は、組合に対し、療養の給付
等の支給に要する費用、前期高
齢者納付金、後期高齢者支援
金、介護納付金、流行初期医療
確保拠出金、子ども・子育て支
援納付金の納付に要する費用
の一定額について合算額の100
分の13から100分の32までの範
囲内において政令で定める割合
を補助することができる

それぞれ次の額を負担する
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